
○斜里町空き家等解体事業補助金交付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、空き家等が老朽化により自然災害等の発生時に倒壊のおそれや

建材等の飛散が考えられる町内の空き家等の所有者等に対し、解体工事費の一部を

補助することにより、自主的な解体を促進し、住民及び地域への安全及び安心の確

保と生活環境の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号の定めるとこ

ろによる。

（１） 空き家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）

第２条第 1項に規定するものをいう。

（２） 所有者等 登記事項証明書に記載されている名義人（未登記である場合にあっ

ては、固定資産税課税台帳）に記録されている所有者又は当該所有者の相続人その

他これを管理すべき者（法人を除く。）をいう。

（３） 解体工事 空き家等を解体、撤去し更地にする工事をいう。

（４） 施工業者 建設業法(昭和２４年法律第１００号)別表第１の表に掲げる土木

工事業、建築工事業又は解体工事業に係る同法第３条第１項の許可を受けた者若

しくは建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４

号）第２１条第 1項に基づき北海道知事の解体工事業者の登録を受けた者で、斜里

町建設工事等指名競争入札参加資格を持ち解体工事の指名登録を受けている町内

に独立した営業所を有する者をいう。

（５） 敷地 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第 1条第 1号に定める

ものをいう。

（補助対象の空き家等）

第３条 補助の対象となる空き家は、次の各号のいずれにも該当するものとする。

（１） 斜里町内にあるもの

（２） １年以上使用されていないもの

（３） 昭和５６年５月以前に建築されたもの

（４） 所有権以外の権利が設定されていないもの

（５） 雪害、地震、風水害、土砂災害等の各種災害により、被害が生じた又は見込ま

れるものであって、緊急的または予防的な解体を要すると認められるもの

（補助対象者）

第４条 補助対象者は次の各号のいずれにも該当する者とする。

（１） 第２条第１項第２号に定める者

（２） 第１号の者及びその全員が斜里町町税等の滞納者に対する行政サービス等の

制限条例（平成１６年条例第２３号）第２条第１項に定める町税等を滞納していな



い者

（３） 斜里町暴力団の排除の推進に関する条例（平成２５年条例１４号）第２条第 1

項に規定される暴力団員でない者

（４） 解体する空き家等の敷地に立ち入る現地調査に協力できる者

（解体工事の実施要件等）

第５条 解体工事の実施要件は次の各号のいずれにも該当すること

（１） 敷地内の空き家等をすべて解体し更地とすること

（２） 前条第 1 項第 1 号による者と施工業者との間で請負契約を締結された解体工

事であること

（３） 交付決定を受けた年度末までに工事完了できること

（補助金の交付申請）

第６条 補助金を受けようとする者は、解体工事の着手前に、斜里町空き家等解体事

業補助金交付申請書（様式第１号）に以下の書類を添えて申請するものとする。ただ

し、物置等比較的小規模施設については、第４号に掲げる書類を省略できるものとす

る。

（１） 敷地位置図、解体対象物配置図

（２） 敷地内の解体対象物の外観写真及び敷地全景写真

（３） 工事費見積書（第２条第１項第４号の施工業者が作成したもの）

（４） 空き家等の建築年月日、所有者、管理者を証する書類（登記事項証明書、固定

資産税納税通知書、固定資産課税台帳、戸籍謄本、建築基準法による検査済

証）の写し

（５） 申請者及び同一世帯に属する者の住民票の写し

（６） 工事請負契約書の写し

（７） アスベスト調査資格者証の写し

（８） 斜里町暴力団の排除の推進に関する条例に基づく誓約書（様式第２号）

（９） 申請者及び同一世帯に属する者の町税や公共料金等の納付状況確認書（様式

第３号）

（１０）申出書(様式第４号)

（１１）その他町長が必要と認める書類（様式第５号）、（様式第６号）

（補助の対象経費及び額）

第７条 補助の対象となる経費、補助金の額及び補助の限度額は、別表に掲げるとお

りとする。

２ 補助金は、予算の範囲内で交付するものとする。

（交付の決定）

第８条 町長は、申請書の提出があった場合は、その内容を審査の上、斜里町空き家

等解体事業補助金交付決定通知書（様式第７号）または、斜里町空き家等解体事業

補助金を交付しない旨の通知書（様式第８号）により通知する。

（工事の着手）



第９条 前条による交付決定通知書を受けた者（以下、「交付決定者」という。）は、す

みやかに工事着手届（様式第７号）を町長へ提出しなければならない。

（工事内容の変更及び中止）

第１０条 交付決定者は、次の各号に掲げる変更をしようとするときは、斜里町空き

家等解体事業補助金交付決定内容変更承認申請書（様式第９号）により町長へ申請し

なければならない。

（１） 工事の取りやめ、変更

（２） 補助金額の変更

（３） 施工業者の変更

２ 町長は前項の申請があったときは、内容を審査の上、承認した場合は、斜里町空

き家等解体事業補助金変更承認決定通知書（様式第１０号）により変更交付決定を交

付決定者に通知する。

（実績報告等）

第１１条 交付決定者は、解体工事が完了した場合は、補助事業実績報告書（様式第

１１号）に次に掲げる書類を添えて、町長へ提出しなければならない。

（１） 施工業者が発行した工事代金の請求書の写しと領収書の写し

（２） 第１０条に定める変更があった場合、契約書の写し

（３） 第６条第１項第９号に定める書類

（４） 解体工事完了後の全景写真

（５） アスベスト調査結果がわかる書類

（補助金の額の確定）

第１２条 町長は、前条の書類の提出があり、申請内容と相違がないと認め補助金の

額を確定したときは、斜里町空き家等解体事業補助金確定通知書（様式第１２号）に

より、交付決定者に通知をするものとする。

（補助金の交付請求）

第１３条 交付決定者は、前条の通知を受けたときは、請求書（様式第１３号）によ

り、町長へ補助金の交付を請求するものとする。

２ 前項の規定による補助金交付の請求は、第９条の規定による交付決定日の属する

年度までに行うものとする。

（補助金の交付）

第１４条 町長は、前条に規定する請求書の内容を審査し、交付決定者に補助金を交

付するものとする。

（交付決定の取り消し）

第１５条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金交付決定を取り消すことができる。

（１） 要綱の定めを遵守できないとき

（２） 虚偽、その他の不正な手段により、補助金の交付決定を受けたとき

（３） 町長が不適当と認める事由が生じたとき



２ 町長は、前項の規定に基づく取り消しを行うときは、斜里町空き家等解体事業補

助金交付決定取消通知書（様式第１４号）により交付決定者に通知をする。

（アスベスト事前調査費の補助金の交付申請等）

第１６条 空き家等の解体工事を行う施工者は、石綿障害予防規則第 3 条に基づきア

スベストの事前調査を実施し、石綿等の使用の有無を調査しなければならない。アス

ベストの事前調査は、建築物石綿含有建材調査者、又は（一社）日本アスベスト調査

診断協会に登録されている者若しくは、建築物石綿含有建材調査者講習登録規程(平

成３０年１０月２３日)(厚生労働省／国土交通省／環境省／告示第一号)により登

録された実施機関が行う講習等を受講し終了考査に合格した者が実施し、要綱第６

条から第１５条及び第１７条から第１９条の条項を準用する。

（補助金の返還）

第１７条 町長は、第１５条の規定により、補助金の交付決定を取り消した場合にお

いて、既に補助金を交付していたときは、斜里町空き家等解体事業補助金返還命令書

（様式第１４号）により、期限を定めて返還させるものとする。

２ 前項の規定により、補助金の返還を命じられた者は、指定された期日までに補助

金を返還しなければならない。

３ 第１６条の規定によりアスベスト事前調査費の交付を受けた場合、空き家等の解

体が年度内に完成しないときは、アスベスト事前調査費補助金を返還しなければな

らない。

（補助金の返還免除）

第１８条 町長は、前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当すると認めたとき

は、補助金の返還を免除することができる。

（１） 補助金の交付を受けた者が死亡のとき

（２） その他町長が特別な理由があると認めたとき

（その他）

第１９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。



別表（補助金の額）第７条関係

補 助 対 象 経 費 補 助 金 の 額 補 助 の 限 度 額

空き家住宅等の解体工事費（敷

地内にある車庫、物置、倉庫等

を含む）とその他の経費（更地

にするために必要となる建物

以外の解体工事費である門、

塀、浄化槽等建築設備とする。）

ただし、家財道具等の移転又は

処分及び過剰な整地等その他

町長が適当でないと認めるも

のを除く。

①補助対象経費のうち、国が定

める住宅市街地総合整備事業

補助交付要綱の構造別の解体

㎡単価に空き家住宅等の床面

積を乗じて得た額の合計とそ

の他の経費を加えた額の合計

に 8/15 を乗じた額と補助の限

度額のどちらか低い額

②補助対象経費のうち空き家

住宅等の解体工事費とその他

の経費を加えた額に 8/15 を乗

じた額と補助限度額のどちら

か低い額

５０万円まで

空き家住宅等の解体工事に伴

うアスベスト事前調査費

補助対象経費の 2/3 を乗じた

額と補助の限度額のどちらか

低い額

５万円まで

備考

１ 補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額とする。

２ 補助対象経費は、税抜き価格にて算定する。

３ 補助金の額の算定において②は、国が定める構造別の解体㎡単価を下回る場合に適用




